
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特宇非営利活動法人 緑化センター

1 事業の成果
令和 4年度も「緑 0人を育む」をテーマに、環境問題、農山村の過疎化など社会の課題に対して各事業

を展開した。地球緑化のためのボランティア活動では、新型コロナウイルス感染症の影響により日本か

ら中国へのボランティア派遣は中止し現地側で植林活動を行つた。日本国内の森林ボランティア事業に

は、幅広い年代の方々が参加し、企業の CSR活動やボランティア活動の一環としての取り組みも増加 し

ている。農山村ボランティアでは農山村での活動や暮らしに関心をもつ若者が参加 し、地域活性化の一

翼を担っている。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 24,478 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

疋駅 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

地球緑化のため
のボランティア

とび専門家の派
誕塾

森林ボランティア事

業 。中国緑化協力事業
プログラム支援・派遣

活動

4月 ～3月
日本国内

中国
t00 h 国内

。中国
一般市民

300名 11,335

緑のふ
力隊事
わる実
び研究
の推進

るさと協
業等に関
践教育及
調査事業

農山村滞在ボランティ

ア事業

研修 。現地活動・募集

広報・調査研究

4月 ～3月 日本国内 150名
国内

一般市民
t00 h 12,128

広報 PR事業

機関誌 「タマリスク」

発行、情報紙 「緑の通

信」発行、イベント出

展等、普及啓発活動

4月 ～3月 日本国内 30名
国内

一般市民
2,000:名 1,015

疋駅 に記取 |

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和4年度 活動計算書 (その他事業がな二
事 業 報 告 用

ンター

童 柿 :円
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600,
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2,705,000
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5,272
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搬
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搬
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光
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和4年度 貸借対照表 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ンター

単位 :円
命  額 小 計 ・ 合 計

差入保証金

現金預金
未収金
前払費用
仮払金

22,241,749
535,500
173,500
2,372,443

:::: 25.323:1

０

）

650_00(

【A】 資 産 合 計 ①+② 25,973,192

退職給付引当金

未払金
預り金
前受金
仮受金

９

６

８

４

6.384.55`

1,594,550

:・ 1.594.55(
7.979.10`

産 の 部
さ財産額
増減額

17,335,4
658.610
17_994_088

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 25,973,192

科 |=|



書式第 16号 (法第 28条関係 )

令和 4年度  計算書類の注記
事 業 報 告 用

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によつています。
(1)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
(2)引 当金の計上基準
退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると認められる
金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。

2.事業別損益の状況

科 目
ふるさと協力
隊事業

体験交流
事業

事業部門計 管理部門 合計

600,000

66,350

12,059,080

624,076

2,809,623

7,360,570

3,771,445

広報PR事業

一　

　

二

　

　

二

600,000

2,875,973

7,360,570

15,830,525

624,076 214

1,803,000

281,182

1,531,865

2,403,000

3,157,155

8,892,435

15,830,525

624,290

13.349.506 13.941.638 27.291.144 3.616.261 30.907.405

649,716

160,017

45.764

一　
　

一　

　

　

　

一

5,109,716

826,377

266.646

2,705,000

731,750

399,344

175.528

7,814,716

731,750

1,225,721

442.174

4,460,000

666,360

220,882

5.347.242 855.497 6.202.739 4.011.622 10,214,361

145,442

165,951

889,205

583,794

877,800

42,627

1,236,403

74,000

286,365

1,386,287

206,716

813,616

72.462

63,140

22,880

110,311

508,200

25,727

462,203

95,000

81,277

1,999,455

6,273,148

600,000

155,037

82.828

21,293

473,000

90,245

277,200

13,057

10,480

二

　
　

一　

　

二

32,736

45.720

４

８

８

５

０
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０
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４

３

０

３

２

４

０

０

６

５

０

５

４

３
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９

９

７

４

５

８

８

６

８

０

６

６

3,385,742

6,273,148

600,000

413,432

1

846,352

201.010

22,225

183,896

4,070

92,919

646,800

29,963

144,230

10,000

103,359

5,272

165,000

351.416

167,667

434,280

1,389,155

877,269

2,310,000

111,374

1,853,316

179,000

367,642

3,385,742

6,273,148

600,000

516,791

5,272

1,011,352

552.426
f 10.47s.206 1.015.410 18.275.284 1.759.150 20.034.4346,780,668

1.015.410 24.478.023 5.770.772 30.248.795

1.221.596 2.606.935 -1.015.410 2.813.121 -2.154.511 658.610

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付引当金

法定福利費

通勤費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費

消耗品費

印刷製本費

通信運搬費

地代家賃

水道光熱費

旅費交通費

諸謝金

保険料

研修費

資材費

中国事務所運営費

りヽ―ス代

新聞図書費
広告宣伝費

雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

内容 金 額 算定方法

4.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固定資産の増減内訳

6.借入金の増減内訳

科 目 ]首残高 当期借入 当期返済

合計

7.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

8そ の他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な
。 事項
。 事業費と管理費の按分方法

内 容 期 首残 高 当期増加額 当期減少額 備 考

合計

減価償却累計額科 目 期首取得価額 取得 減 少

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

計算書類に計
上された金額

内、役員との

取引

内、近親看及
び支配法人と
のn弓 |

科 目

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度 財産目録
事 業 報 告 用

センター

|ヨ | 霊  翻 ′:ヽ    1目十 合   計

A の

現金預金
手元現金
みずほ銀行普通預金
三菱UFJ銀行普通預金
三井住友銀行普通預金
ゆうちょ銀行普通預金
郵便振替口座 (3口 )

9,785
303,524
8,262,138
13,147,965
5,408
512,929 22,241,749

事業収益 (山 と緑の協力隊) 535,500 535,500

用 家賃4月 分金谷ビル
労働保険令和4年度概算払い、事務所移転経費

173,500
2,372,443 2,545,943

差入保証金 金谷ビル 650,000
650,

25_323_1

i1  650■ 001

【A】 資 産 合 計 ①+② 25,973,192

【l I 色  僣 :=`1

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
劉

．

・
―

癖

未払金
預り金
前受金
仮受金

1,393,589
164,965
380,000
4,446,000

6.384.554
i.6 HR4'

２

・
　

１

・

退職給付引当金
1,594,550

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 7,979,104

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 17,994,088



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営型量動法人地球緑化センター

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 監事

オカ
゛
ワ  シュンイチ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年 月

月

日

日年小川 俊一

2
⌒

Q塁フ・監事
シ
゛
ョウド ヒロシ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年  月  日

年  月  日城土 裕

3 監事

スス
゛
キ  ツネヒコ 令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日鈴木 経彦

4 理事(≡)
ツカタ
゛
  マサユキ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月

月

日

日年塚田 正之

5 監事
ナカ
゛
イ  リュウイチ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日永井 隆一

6 監事

アサイ  マサミ 令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月

月

日

日年浅井 正美

7 監事
トリサワ  フミヒコ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年 月

月

日

日年鳥澤 文彦

8

/´｀ヽ

で:ヲ 監事
アオヤマ  キ
゛
ンソ
゛
ウ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年  月  日

年  月  日青山 銀三

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

/´｀ヽ

健里ヲ



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人地球緑化センター

氏   名

小川 俊―

2 城土 裕

3 鈴木 経彦

4 塚田 正之

5 永井 隆―

6 鳥澤 文彦

7 浅井 正美

8 高橋 成雄

9 新田 均

10 山岸 貴生

11 事永 美紀

12


